＜「とりまとめ（案）」案骨子＞ 

市町村が「新システム」の実施主体となり、地域の実情に応じて給付と事業を設計、提供、確保する仕組みとする。 

「こども園」（①総合こども園※後述、②幼稚園、③乳児保育所、④基準を満たした施設の総称）に関する給付は、「こども園給付」として一体化する。 

学校教育、保育、養育支援を一体的に提供する「総合こども園」を新設する。なお、現行の保育所は、本格施行から３年程度後にすべて「総合こども園」へ移行する。 

「こども園」の利用者負担は応能負担とし、現行の保育所、幼稚園の水準を基本とする。 

既存の子育て関連の国庫補助負担金や事業主拠出等の財源は「子ども・子育て包括交付金」として一本化し、現金給付、現金給付以外の個人給付、市町村事業に応じて財源保障を行う。

(１)「こども園」の指定・指導監督主体について

　前回ワーキングでは、「こども園」の指定・指導監督主体を都道府県、市、町村のいずれとするかが議論となったが、最終的に「地域の実情や市町村の事務負担等に応じ、柔軟な対応が可能となるよう検討」と整理。

　この整理に対し、渡邉委員（全国町村会）は、「今後の検討にあたっては、小規模町村の事務負担などを考慮しつつ、意欲のある市町村が主体を担える仕組みとして欲しい」と発言。菅家委員も「町村会代表委員からも市町村が担うことに前向きな意見もあったので、市町村を基本とした制度設計とすべき」と述べた。これらの意見に対し、園田座長（内閣府政務官）は、「自治体と協議の上、法案提出までに具体的なスキームを検討する」と回答した。

(２)放課後児童クラブの基準について

　同じく前回ワーキングで議論の対象となった放課後児童クラブの基準について、最終的に「国の基準を踏まえ、市町村が条例で基準を定める」と整理。その上で、国の基準のうち職員資格と員数は、「現行の事業実態を踏まえ、『従うべき基準』とすることも検討」とした。

　こうした基準の設定方法については、「あまり厳格な基準設定では、既存の施設を排除することになる」（木幡委員・フジテレビ）など、現場実態を踏まえた基準設定を要望する声が複数あった。また、菅家委員は、「国が新たに基準を設定することは評価しているが、基準だけではなく財源を適切に確保した上で全体の底上げをはかるべき」と指摘した。

(３)事業主負担について

　事務局が、前回ワーキングで「今後検討」としていた事業主負担の考え方の整理案を提示。具体的には、①事業主拠出の使途（現金給付と放課後児童クラブ等に充当）と上限（2012年度予算上は1.5‰）を法定化する、②拠出方法は現在の児童手当拠出金と同様に厚生年金ルートとする－というもの。

　この整理案に対し、児童手当拠出金の使途の不透明さなどを理由として新システム移行後の事業主負担に難色を示していた事業主団体も了承。ただし、事業主団体は、事業主拠出の充当先を両立支援系のサービスへ段階的にシフトすること、当初の拠出金率は1.3‰（上限は1.5‰）とすることなどを求めた。

 (４)その他

　「とりまとめ（案）」では、「こども園給付」の価格設定など、いくつかの項目が、更なる検討事項として整理された。また、今回とりまとめた「新システム」は未就学児に関する制度を中心とした仕組みであり、学齢期の子どもに対する制度などは特段の対象となっていない（放課後児童クラブを除く）。

　これに対し岡本委員は、「子ども・子育てのトータルシステムたる『新システム』の実現に向け、早い時期に議論を再開していただきたい」と要望を述べ、複数の委員が同様の意見を述べた。

　最終的に、幼保一体化の実現や小規模保育サービスの導入など、新たな仕組みが盛り込まれた「新システム」を是非実現すべきとの認識を委員間で共有し、本ワーキングチームとして「とりまとめ」を了承した。

　今後は「とりまとめ」をもとに少子化社会対策会議（会長：内閣総理大臣）が「新システム」の法制化を正式決定した上で、今通常国会への関連法案提出、2013年度から順次実施する予定となっている。
